
高齢者と介護保険制度
をめぐる現状

京都府高齢者支援課

令和８年９月１７日
令和８年度第１回京都府高齢者サービス総合調整推進会議 資料３



高齢化の状況
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京都府の概要
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中 丹

丹 後

南 丹

京都乙訓

山城北
山城南

人口 ２４７万人
 （うち京都市 １３７万人）

高齢者人口 ７３万人
（高齢化率 ２９.７％）
※住民基本台帳に基づく報告数値

（令和7年3月31日現在）

要介護認定者数（第１号被保険者）

１７.３万人

２次医療圏=高齢者健康福祉圏域
６圏域

市町村 ２６（うち政令市 １ ）

地域包括支援センター １２７
（うち京都市   ６１）



高齢化の推移と将来推計
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⚫ 日本の総人口は、２００８年をピークに減少。２０５６年には１億人を割り込むと予測。

⚫ 高齢化率は今後も上昇。２０１５年：２６．７％ → ２０４０年：３４．８％ → ２０７０年：３８．７％

令和８年版高齢社会白書〔内閣府〕
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府内の高齢化の状況
⚫ 京都府の高齢化率（R7.3末）：２９．７％（高齢者 ７３．２万人、うち後期高齢者 ４４．４万人）

⚫ 高齢化の状況は、市町村毎に大きく異なる。

◆ 府内各市町村の高齢化率
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府全体

29.7%
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（時点）令和7年(2025年)

（出典）総務省「国勢調査」および国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」



現役世代比率の低下
⚫ 高齢化が進む一方で、高齢者を支える現役世代も減少し続ける。

⚫ ２０７０年には、現役世代１．３人で１人の高齢者を支えることとなる。

6
令和８年版高齢社会白書〔内閣府〕



高齢者世帯の状況
⚫ 高齢者のいる世帯は全世帯の約半分。

⚫ 「高齢者単独」「高齢者夫婦のみ」の世帯がそれぞれ約３割を占めている。
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令和８年版高齢社会白書〔内閣府〕



独居高齢者・認知症高齢者の増加
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①独居高齢者の増加 ②認知症高齢者の増加

2050年には高齢者の一人暮らし世帯の
数が、2020年の1.6倍になります。

認知症高齢者は今後も増加し、
2050年には587万人に達すると推計さ
れています。

1.3倍1.6倍

587
万人

2022年

443
万人

2020年 2050年 2050年2022年

令和８年版高齢社会白書〔内閣府〕



要介護者や家族の状況
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介護が必要となった主な原因
⚫ 男性は、脳血管疾患（脳卒中）による割合が高く、全体の約１／4を占める。

⚫ 女性は男性に比べて、関節疾患や骨折・転倒、認知症による割合が高い。
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令和７年版高齢社会白書〔内閣府〕



介護者の状況
⚫ 介護者の４５.９％が同居家族 〔内訳：配偶者２２．９％、子１６．２％、子の配偶者５．４％〕

⚫ 介護者の７割が女性

⚫ 介護者の７．５割が６０歳以上

１１令和８版高齢社会白書〔内閣府〕



・要支援１から要介護２までは「必要な時に手をかす程度」が最も多くなっているが、
要介護４以上では約半数が「ほとんど終日」介護している。
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介護に要する時間

令和７年版高齢社会白書〔内閣府〕
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介護期間
介護期間の平均をとると、６１．１ヶ月（５年１ヶ月）となっている

出典：令和3年度「生命保険に関する全国実態調査」（令和3年12月 （公財）生命保険文化センター発行） 



年間約１０万人が介護・看護を理由に離職・転職しており、うち３／４が女性。

介護・看護を理由とした離職・転職

男性

女性

令和８年版高齢社会白書〔内閣府〕 １４



介護保険制度の仕組み
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介護保険の財政構成と規模 （令和８年度予算額 介護給付費：13.4兆円）
（総費用ベース：14.5兆円）

※各金額について、推計値を含む。

（3.1兆円）

（2.5兆円）
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介護保険制度の被保険者（加入者）

○介護保険制度の被保険者は、①65歳以上の者（第１号被保険者）、②40～64歳の医療保険加入者（第２
号被保険者）となっている
○介護保険サービスは、65歳以上の者は原因を問わず要支援・要介護状態となったときに、40～64歳の者
は末期がんや関節リウマチ等の老化による病気が原因で要支援・要介護状態になった場合に、受けることが
できる。

第１号被保険者 第２号被保険者

対象者 65歳以上の者 40歳以上64歳以下の医療保険加入者

人 数 3,585万人
（65～74歳 1,636万人、75歳以上 1,949万人）

4,188万人

受給要件 ・要介護状態
（寝たきり、認知症等で介護が必要な状態）
・要支援状態
（日常生活に支援が必要な状態）

要介護、要支援状態が、
末期がん・関節リウマチ等の加齢に起因す
る疾病（特定疾病）による場合に限定

要介護・要支援
認定者数

681万人
（65～74歳 71万人、75歳以上 610万人）

13万人

保険料徴収 市町村が徴収（原則、年金から天引き） 医療保険者が医療保険料と一括徴収

第１号被保険者数及び要介護・要支援認定者数は、令和４年度介護保健事業状況報告（年報）による

18



19



高齢者の保険料（第１号被保険者）
⚫ 各市町村は、３年毎に、事業計画に定めるサービス費用見込額等に基づき、３年間を通じて財政の均衡を保つよう設定

（３年度を通じた同一の保険料）

⚫ 低所得者等に配慮し、負担能力を求める観点から、市町村民税の課税状況等に応じて、所得段階別に設定（国の基準
は９段階）

○保険料設定の例（京都市）

所得段階区分 保険料率
令和6～8年度の
保険料年額（月額）

第1段階

・本人が生活保護を受給している場合
・本人が老齢福祉年金を受給し，本人及び全ての世帯員が市民税非課税の場合 基準額×0.285

24,487円
（2,040円）

・本人及びすべての世帯
員が市民税非課税の場合
（本人が単身の場合を含
む）

本人の前年中の課
税年金収入額と前
年の合計所得金額
から課税年金収入
に係る所得を控除
した額の合計額

80万円以下

第2段階 80万円超120万円以下 基準額×0.43
36,945円
（3,078円）

120万円超 基準額×0.685
58,855円
（4,904円）第3段階

80万円以下 基準額×0.9
77,328円
（6,444円）第4段階 ・本人が市民税非課税で

世帯員の中に市民税（減
免前）課税者がいる場合 80万円超 基準額

85,920円
（7,160円）第5段階

第6段階

・本人が市民税（減免前）
課税の場合

本人の前年の合計
所得金額

125万円以下 基準額×1.1
94,512円
（7,876円）

第7段階 125万円超190万円未満 基準額×1.35
115,992円
（9,666円）

第8段階 190万円以上400万円未満 基準額×1.6
137,472円
（11,456円）

第9段階 400万円以上550万円未満 基準額×1.85
158,952円
（13,246円）

第10段階 550万円以上700万円未満 基準額×2.1
180,432円
（15,036円）

第11段階 700万円以上850万円未満 基準額×2.35
201,912円
（16,826円）

第12段階 850万円以上1,000万円未満 基準額×2.6
223,392円
（18,616円）

第13段階 1,000万円以上1,150万円未満 基準額×2.85
244,872円
（20,406円）

第14段階 1,1150万円以上 基準額×3.1
266,352円
（22,196円） 20
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令和８年度 予算額

３２，９８６億円



介護保険サービスの体系（形態別）
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介護保険サービスの体系（形態別）
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高額介護（介護予防）サービス費

月々の介護サービス費の利用者定率負担額が世帯合計または個人で上限額を超えた場合に、
申請によりその超えた分が払い戻されます。

個人の高額介護（介護予防）サービス費の支給

（利用者負担世帯合算額 － 世帯の上限額） ×
個人の利用者負担合算額

利用者負担世帯合算額



介護保険サービスの体系（形態別）
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